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研究成果の概要（和文）：専門分化した多数国間条約レジームとその紛争解決フォーラムの多元化が「国際法の
断片化」と呼ばれる現象をもたらすことが危惧されている。本研究は、WTO司法機関が貿易価値の実現の過程で
人権や環境など他の多数国間条約レジームが実現しようとする非貿易価値との衝突をいかに回避しかつ調和しう
るのか、そしてそれによって国際法体系の一貫性の確保にいかに貢献しうるのかを、WTO司法機関の判例分析を
通じて検討した。

研究成果の概要（英文）：Highly specialized multilateral treaty regimes and the resulting 
proliferation of dispute settlement forums bring fear of the phenomenon of so called ‘fragmentation
 of International Law’. This study considered through the analysis of WTO case laws whether and how
 the WTO judicial organs can avoid conflicts between trade values and non-trade values such as human
 rights and environment pursued by the multilateral treaty regimes other than WTO and harmonize 
these values and contribute to securing consistency of the system of International law.

研究分野：国際経済法

キーワード： WTO司法機関　国際法の断片化　紛争解決手続　多数国間条約レジーム　体系的統合　GATT20条　TBT協
定　SPS協定

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
貿易問題と様々な社会経済問題が相互に影響を及ぼし合う現在、WTO司法機関が貿易価値と非貿易価値の衝突と
調整の問題をいかに処理しうるかは、「国際法の断片化」を克服し国際法の「体系的統合」を確保することに貢
献するという意味で、学術的意義を有するとともに、WTO司法機関の正統性と信頼性さらに実効性を確保するこ
とによって国家間の貿易紛争を法によって解決する「法の支配」を確立するという社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 伝統的国際法は本質的には主権国家間の同意に基礎を置く契約法として発展してきた。現
在の国際法は全体としてみれば各専門分野別の契約法の堆積物とさえみることができる。その
結果、各専門分野の統合化という発想は乏しく、分野横断的な統一的原則や規範間の抵触および
序列に関する原則が未発達のまま、各専門分野別の多数国間条約レジームがそれぞれ独自に紛
争解決フォーラムを用意し、他の条約のレジームの存在を無視して発展を遂げるという、まさに
「国際法の断片化」現象と呼ばれる状況がみられた。国連国際法委員会は、この現象を危惧し、
2006 年に公表した報告書で、世界の国際法学界に問題提起を行うとともに、国際法体系の一貫
性の確保のためにウイーン条約法条約 31条 3 項(c)の規定に注目し、これを「体系的統合」原則
と呼んで理論的研究を促した。 
(2) 他方で、1995 年に発足した WTO は、その紛争解決フォーラムとして事実上の強制管轄権を
有するきわめて強力で実効的な司法機関を有している。この紛争解決機関へ付託された国家間
紛争の件数は、研究開始当初 500 件に迫る(2020 年 6月現在 595 件)盛況ぶりを示しており、WTO
は、このような紛争解決機関の紛争処理を通じて自由貿易体制の維持における中心的役割を果
たしてきた。しかし、すでに経済のグローバル化の進展に伴い、諸国の相互依存関係が深化し、
貿易問題と様々な社会経済問題が相互に影響を及ぼし合う状況にあり、WTO 司法機関に付託され
る紛争の中にも貿易価値と非貿易価値の衝突とその調整を争点とするものが次第に増加してき
た。そこでは、実際に、人や動植物の生命や健康の保護を目的として、または資源の保存や環境
保護を目的として発動された貿易制限措置の WTO 法適合性が争われてきたし、今後、国際環境法
や国際人権法に基づき発動される貿易制限措置の WTO 法適合性問題が争われる可能性は一層高
まっている。 
 
２．研究の目的 
21 世紀初頭以降、専門分化した多数国間条約レジームとその紛争解決フォーラムの多元化に
よってもたらされる「国際法の断片化（fragmentation）」と呼ばれる現象が危惧されていること
に鑑み、本研究は、そのような紛争解決フォーラムの一つである WTO 司法機関が、将来にわた
ってその正統性と信頼を確保し淘汰されずに存続していくために、貿易価値の実現の過程で環
境や人権など他の多数国間条約レジームが実現しようとする非貿易価値との衝突をいかにして
回避し、かつ調和を確保しうるのか、そしてそれによって国際法体系の一貫性の確保にいかにし
て貢献しうるのかを、いわゆる「体系的統合（systemic integration）」原則など国際法規範の
解釈と抵触回避に関する手法の WTO 司法機関による利用状況の分析などを通じて考察すること
を目的とする。 
３．研究の方法 
(1) 研究代表者のこれまでの研究成果（とくに「WTO 法と他の国際法の調和―規範的枠組の変
容と WTO 司法機関の対応」『国際経済法講座Ⅰ 通商・投資・競争』（日本国際経済法学会編、2012
年）など）を見直しつつ新たな展開を踏まえて総合的に再検討する。 
(2) 最近の新たな動向として、WTO 法それ自体による非貿易価値への配慮の拡大可能性を「貿
易の技術的障害に関する協定」(TBT 協定) および「衛生植物検疫措置の適用に関する協定」(SPS
協定)に関連する WTO パネルおよび上級委員会の報告書の分析を通じて探求する。とくに、経済
産業省 WTO パネル・上級委員会報告書研究会委員として、同研究会で得られた知見を利用する。 
(3) WTO 司法機関に加えて他の紛争解決フォーラムにおける条約法条約 31 条 3 項(c)に関する
実行を分析するとともに、同規定に関する黙示的同意理論に対する最新の学説上の評価を分析
し、「体系的統合」原則の実際的有用性を実証的に検討する。 
(4) 以上を通じて、WTO 司法機関がなしうる貿易価値と非貿易価値の調整機能の可能性と限界
を考察し、WTO 司法機関が紛争解決フォーラムの乱立という状況の中で淘汰されずに存続してい
くため、その正統性と信頼を将来にわたって維持しうるのかについて一定の評価を試みる。 
(5) さらに、本研究を通じて、International Law Association(国際法協会)の Sustainable  
Development and the Green Economy in International Trade Law 委員会(以下、ILA 国際貿易
法委員会)の委員として積極的な活動を行い、同委員会の報告書の作成に貢献する。 
４．研究成果 
(1)主な成果 
①非貿易価値に基づく貿易制限措置の WTO 法適合性問題を扱う WTO パネルおよび上級委員会
報告書を分析した。 
「米国−マグロ及びマグロ産品の輸入、マーケティング及び販売に関する措置、メキシコによ
る 21.5 条の援用」事件のパネル報告書(WT/DS381/RW)および上級委員会報告書(WT/DS381/AB/RW)
は、米国のドルフィンセーフ・ラベルの TBT 協定適合性問題を扱うものである。本件が、いわゆ
る「貿易関連環境措置」に関連して判例法の上の「公平性(even-handedness)」概念を具体化し、
新たに「調整(calibration)」の概念を導入したことなどに注目し、「貿易と環境」の問題にとっ
て重要な意義を有することを指摘した。 
「韓国−日本産水産物等の輸入規制」事件の上級委員会報告は、東日本大震災の際に発生した
福島第一原子力発電所事故による放射能汚染を理由とする韓国の日本産水産物等の輸入制限措
置について SPS 協定との適合性問題を扱うものである。上級委員会は、SPS 協定上の必要性要件
や無差別原則に関する第 1 審パネル報告書を全面的に取り消したが、分析を完遂することなく



紛争を未解決のままに終わらせたため、この取消理由を批判的に考察するとともに WTO 紛争解
決手続の限界点を指摘し、上級委員会のパネルへの差戻権限の創設など、手続の改善の必要性を
指摘した。 
「EU-家禽肉産品の関税譲許に関する措置」事件のパネル報告書(WT/DS492/R)は、ECの関税割
当の配分に関連し ECの SPS 措置によって輸出シェアに影響を受けた中国の申立てを扱うもので
ある。SPS 協定の解釈適用に直接関連する事案ではなかったが、関税割当を通じて関税譲許の修
正を行う場合に GATT の規律内容を先例に従い明確化した点で意義を有することを指摘した。 
これらの成果は、それぞれ経済産業省の WTO パネル・上級委員会報告書に関する研究会で報告
し、同研究会の年次報告書において公表されている。 
「ロシア−通過運送」事件パネル報告書(WT/DS512/R)は、GATT21 条の安全保障例外の援用の可
否が WTO 司法機関によって初めて判断された事例であるが、非貿易価値としての国家安全保障
と貿易価値の調整の問題を提起するものとして、同報告書で示された安全保障例外の援用要件
および援用国に許される自己判断の範囲について批判的に検討し、さらに韓国が提訴した「日本
−対韓国輸出管理」事件(DS590)も安全保障例外の援用が予想される事件であるため、ロシアの事
件が示唆する挙証責任の問題を併せて指摘した。この成果は、ジュリスト令和元年度重要判例解
説に収録されている。 
以上のほか、「米国−小エビ」事件パネル報告書(WT/DS58/R)および上級委員会報告書
(WT/DS58/AB/R)、「EC-アスベスト」事件上級委員会報告書(WT/DS135/AB/R)、「ブラジル−再生タ
イヤ」事件上級委員会報告書(WT/DS332/AB/R)、「EC−バイオテック産品の承認および販売」事件
パネル報告書(WT/DS291-293/R)、「カナダ-再生可能エネルギー」事件上級委員会報告(WT/DS412, 
426/AB/R)を分析し、その結果を教科書「国際経済法(第 3版)」(有斐閣、2019 年)の第 12章「WTO
体制と非貿易的価値」に反映させた。また、教科書である浅田正彦編著「国際法」(東信堂)にお
いて研究代表者が担当した国経済法の章を最新のものに改訂した(第3版、2016年および第4版、
2019 年)。さらに、「インド-太陽光セル」事件上級委員会報告書(WT/DS456/AB/R)、「EU−バイオ
ディーゼル」事件上級委員会報告(WT/DS473/AB/R)は、いずれも再生可能エネルギー関連の事件
であるが、これら 2 件のほか、2016 年度中に発せられた WTO 上級委員会報告書を分析し、その
概要を日本国際経済法学会年報第 26号の「2016 年度貿易・投資紛争事例の概況」において紹介
した。 
大阪税関との共同研究の一環で、「韓欧 FTA における認定輸出者自己証明制度」および「グロ
ーバル・サプライ・チェーン下における FTA 特恵原産地規則の課題」と題する 2本の論文を発表
した。前者は、日欧 EPA の締結交渉にあたり、先行する韓欧 FTA の認定輸出者自己証明制度の内
容を分析し、日欧 EPA への導入可能性を検討した。また、後者は、研究代表者が編者の一人とな
った「国際法のフロンティア−宮崎繁樹教授追悼論文集」(日本評論社)に寄稿したもので、そこ
では、自由貿易協定(FTA)などの地域貿易協定の増加に伴い生じている国際貿易法のフラグメン
テーションが提起する問題として FTA 特恵原産地規則の国際的調和の可能性について論じた。 
分析の結果、確かに非貿易的価値と貿易的価値の調整の問題に関わる事件は増加しつつある
が、その多くは、GATT20 条の一般例外条項や TBT 協定および SPS 協定などのあくまで WTO 法の
解釈・適用問題を扱っており、他の多数国間条約レジームによって形成されてきた非 WTO 法との
明確な抵触問題はいまだ登場しておらず、これらの非 WTO 法はせいぜい WTO 法の解釈における
指針として参照されるにとどまっていることが明らかとなった。このため、本研究が検討しよう
としたウイーン条約法条約 31条 3項(c)の「体系的統合原則」が利用される機会は、上記の「EC
−バイオテック産品の承認および販売」事件パネル報告書以外にはほとんど存在しなかった。こ
のことは、非貿易的価値と貿易的価値の衝突と調整の問題は、いまだ多数国間条約レジーム間の
衝突と調整の問題として顕在化しているわけではなく、少なくとも WTO という多数国間条約レ
ジームでは、レジーム内部で貿易価値と非貿易価値の衝突を回避しかつ調整する努力が続けら
れているものとみることができるように思う。同時にそのような問題をレジーム内で処理でき
るほどに、WTO 法には非貿易価値を保護しようとする規定が相当程度に包含されており、また衝
突回避および調整のためのメカニズムとして紛争解決手続が適切に機能していると評価するこ
ともできるであろう。 
②ILA 国際貿易法委員会は、2020 年に東京で開催される予定の総会に向けて持続可能な発展
とグリーン・エコノミーにおける国際貿易法の役割に関する最終報告書を作成中であるが、その
過程で、2016 年ケンブリッジ、2017 年ジュネーブ、2018 年シドニー、2019 年ソウル、2020 年
ロンドンで研究会を開催してきた。研究代表者は、これらの研究会に参加し、ケンブリッジ会合
では、"Harmonization between WTO Law and International Environmental Law"と題して、「EC
−バイオテック産品の承認および販売」事件パネル報告書の分析に基づき WTO 法と国際環境法の
抵触と調整の方法としてウィーン条約法条約 31条 3項(c)に規定される「体系的統合(systemic 
integration)原則」の利用の態様と課題について報告した。また、ジュネーブ会合では、
"Interpretation of the Article 2.1 of the TBT Agreement"と題する報告を行い、上述の「米
国−マグロ」事件上級委員会報告の分析結果を踏まえ、環境関連のラベリング規制に関連し TBT
協定における無差別原則の適用基準として上級委員会が採用した"calibration"（調整）の概念
の意義を考察した。さらに、上記のケンブリッジでの報告を基礎に、早稲田大学の福永有夏教授
と共著で"Harmonization between WTO law and International Environmental Law"と題するペ
ーパーを同委員会に提出した。これらの内容は、2018 年の ILA シドニー大会の同委員会報告書



に反映されている。ソウル会合では、同委員会および延世大学が主催した"Climate Change, 
Sustainable Development, and International Trade Law Conference"で、"Carbon Tariffs 
and WTO Rules"と題し、気候変動枠組条約締約国によるパリ協定以後に注目されている国境炭
素税調整の WTO 法上の問題点について報告を行った。 
 ③本研究に関連する海外での調査研究は次のとおりである。ただし、一部は、他の研究プロジ
ェクトにも関連している。2016 年 5 月〜6 月には、ハンブルク大学協定交流訪問研究員として
「国際法の断片化現象に対する国際司法機関の対応および EU における安全保障を理由とする輸
出管理体制に関する調査研究」を行った。また、同年 9月には、ラトビアのリガで開催されたヨ
ーロッパ国際法学会 2016 年大会に参加し、本研究テーマに関して同様の問題関心を持つ欧州の
研究者と意見交換を行ったが、世界の研究動向について最新の情報を入手する有益な機会とな
った。2017 年 9 月には、ローマで開催された防衛装備品の輸出管理に関する会議に参加する機
会があったが、EU および米国などの輸出管理体制と防衛装備品の生産者および輸出入業者によ
る貿易の権利の効率的な調整の問題について多くの知見を得ることができた。同年 12 月には、
WTO 閣僚会議がブエノスアイレスで開催されたことに伴い同地で International Center of 
Trade and Sustainable Development が主催した"Symposium on Trade and Sustainable 
Development"に参加した。世界各国から多数の研究者、政府関係者、および実務家が参加し、本
研究課題に関連する研究報告とディスカッションが行われたが、世界の研究動向を知り、新たな
知見を得ることができ研究代表者の研究に有益な示唆を与えるものであった。2018年4月には、
ザールラント大学ヨーロッパ研究所国際経済法会議へ参加する機会があったが、”Freedom of 
Exporting in Germany”という報告は、本研究にも関連するものとして、報告者の許可を得て日
本語に翻訳し、現在、国際商事法務に掲載予定である。 
他の科研研究課題(基盤 A 16H01982)とも関連しているが、2019 年にユトレヒト大学における

安全保障と輸出管理に関するシンポジウムで、上記「ロシア−通過運送」事件パネル報告書の分
析を踏まえて、"WTO Security Exception after Russia-Traffic in Transit Case" と題する
報告を行い、GATT の安全保障例外の援用要件を検討することによって貿易価値と非貿易価値と
しての国家安全保障の調整の問題を考察した。この内容の一部は上記のようにジュリストの令
和元年度重要判例解説に収録されている。 
大阪税関との共同研究の一環として、2018 年 9 月にモントリオールのマギル大学で開催され
たカナダ国際法学会と米国国際法学会国際経済法部会による合同の国際経済法会議に出席した。
この会議では、とくに米国トランプ政権の貿易政策について、NAFTA（北米自由貿易協定）の改
正交渉や安全保障を理由とする鉄鋼およびアルミニウムに対する関税引き上げなどが提起する
問題点がトピカルに議論され、興味深い知見を得ることができた。また、FTA 特恵原産地規則に
関して、トランプ政権の原産地規則がグローバル・サプライチェーンに及ぼす深刻な影響につい
て米国およびカナダの専門家の評価を聞くことができた。この調査研究の成果として、上記の
「グローバル・サプライ・チェーン下における FTA 特恵原産地規則の課題」と題する論文を発表
した。 
 ④総じて、いずれの研究成果も WTO 司法機関が WTO 法の解釈を通じて貿易価値と非貿易価値
の調整をいかに行おうとしているかに焦点を当てて分析を試みたものであるが、最終的には全
体を総合的に検討する時間的余裕がなく、いわば各論的研究にとどまった。 
 
(2)成果の国内外における位置づけとインパクト 
 主な研究成果については、内外で発表する機会があり、とくに ILC 国際貿易法委員会での活動
における研究代表者の貢献は、同委員会のシドニー報告書に反映されており、世界中の学会会員
(約 4500 名)およびその他の国際法研究者から注目されることが期待できる。また、経済産業省
の WTO パネル・上級委員会報告書に関する研究報告書は、同省のホームページに掲載されてお
り、今後、日本政府が WTO の下で通商外交を展開したり、WTO 紛争解決手続を利用したりする場
合に、先例などの分析として有益と思われる。とくに「貿易と環境」の問題に関連して、2016 年
に発効した上記のパリ協定に基づき各締約国が地球温暖化ガスの排出削減を実行していく過程
で排出量取引制度や国境炭素税調整などの措置を採用することが予想されるが、本研究成果は、
日本政府を含めて各国政府がこれらの措置の WTO 法適合性問題を検討する際に有用と思われる。 
 
(3)今後の展望 
 本研究成果は、上述のように、WTO 司法機関が非貿易価値と貿易価値の調整について、人の生
命や健康、環境、国家安全保障など個別分毎に WTO 法内部の規範による調整の実行を分析したも
のにとどまる。とくに、2020 年には、COVIT-19 によるパンデミックが今後各国による様々な通
商制限をもたらすことが予想されており、それに伴い GATT20 条や SPS 協定による人の生命や健
康の保護と貿易価値の調整が一層必要になるものと思われる。TBT 協定の解釈適用とともに今後
WTO 司法機関の実行を注視していきたい。上記ソウルでの"Carbon Tariffs and WTO Rules"報告
は、パワーポイントによる口頭発表であるため、今後、新たな情報を加えて論文として発表する
予定でいる。他方で、しかしながら、これらの個別分野毎の分析を踏まえて、より総合的に全体
として WTO 司法機関による調整能力を評価する検討は行うことは、研究期間内には行うことが
できなかった。今後の課題としたい。 
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